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一
　
はじめに―本稿の目的
　
明治以来、武術家を中心に幾度となく懇請された剣
道・柔道の正科採用とその必修化であったが、他の学科目に比し、その実現は多年を要すものであった。すなわち、中等諸学校における剣道・柔道 正科採用は、一九一一（明治四四）年七月三一日文部省令第二六号による中学校令施行規則の改正がその嚆矢であり、必修化は一九三一（昭和六）年一月 〇日文部省令第二号による中学校令施行規則の改正時であった。他方、剣道・柔道の必修化が決定された昭和初期にいたっても、武道教員界は未だ慢性的に有資格教員を欠く情況 あった。こうした機運のなか、国士舘専門学校は一九二九（昭和四）年三月一一日に設立認可を得
て（１）
、同年四月、 「専門
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文
―
	 中等諸学校武道教員免許状取得者数の検討を通して
	 ―
学校令ニ依リ真摯堅実ナル精神ヲ涵養シ兼ネテ中等教員ヲ養成ス
ル（２）
」学校として開校している。そして、第一回
卒業生が卒業を迎えた一九三三（昭和八）年三月一五日には、教員検定上、同校卒業生に対する無試験検定の取扱いが剣道・柔道に関して認可され、以後、多くの卒業生が教員免許状を取得することとなっ
た（３）
。そこで本稿で
は、 『 台帳』 （国立公文書館所蔵）を手がかりとして、旧学制下における中等諸学校武道教員免許状取得者数を総体的な視点から明らかにし もって武道教員養成史上における国士舘専門学校の位置づけを実証的に検討することとしたい。なお、本稿執筆 ついては、つぎの三点をあらかじめ断っておくこととする。 （一）本稿中で使用 「武道」 とは、 剣道 よび の総称を示し、薙刀や銃剣道などは含まないものとする。 （二）教員免許状では一九 二（昭和七）年八月三〇日の「
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ニ関スル規程」改正時まで剣道は撃剣、柔道は柔術との記載となっていたが、煩瑣をさけ本稿ではすべて統一して剣道・柔道と記すこととした。 （三）とくに註記で示す場合のほかは、法 等についてはすべて教育史編纂会『明治以降教育制度発達史』 （教育資料調査会、昭和三九年） 、近代日本教育制度史料編纂会『近代日本教育制度史料』 （大日本雄弁会講談社、昭和三一年～昭和 四年）の各巻および米田俊彦編『近代日本教育関係法令体系』（港の人、二〇〇九年）によった。二
　
旧学制下における中等諸学校教員任用制度およ
　　
び武道教員資格法制の概要
　
中等教員免許資格主義の原則は、一八八五（明治
一八）年八月一二日太政官布告第二三号による教育令の改正にはじまり（第二十五条） 、翌年四月一〇日の諸学校通則（勅令第一六号）がこれを受け継ぎ（第四条） 、一九〇〇（明治三三）年三月三一日の教員免許令（勅令第一三四号） がこれを再確認するも であった 第二
条（４）
） 。
また同令は以後、数回の部分的な改正 加えられながらも、そこで定めた教員任用制度に関する基本的体系は維持されたまま、一九四七（昭和二二）年に廃止さ るまで一貫して各種の教員資格を包括的に規定するもので
あった（第一
条（５）
） 。他方、後述するように剣道・柔道に
関する独立した教員免許状は、一九一六（大正五）年三月二九日文部省令第八号による 「教員検定ニ関スル規程」の一部改正によって授与されることとなった。したがって、本稿の考察対象である すべて教員免許令の規定に基づき文部大臣より授与されたものであるから（第三条） 、本章ではまず教員免許令を中心に中等諸学校教員任用制度の概要を一瞥し、ついで武道教員免許状に関する法制上 位置 け等を確認しておきたい。１．中等教員任用制度の概要　
まず、教員免許令では中等諸学校教員任用制度をつぎ
の二種の方式に大別している。すなわち、 第二条 は 「特別ノ規定アル場合ヲ除クノ外本令ニ依リ免許状ヲ有スル者ニ非サレハ教員タルコトヲ得ス但シ文部大臣ニ定ムル所ニ依リ免許状ヲ有セサル者ヲ以テ教員 充ツルコト得」とし、教員任用については有資格 採用が原則であることを明示するとともに、他方、その し書きでは無資格教員の採用もまた文部大臣の定める規定に基づく限りにおいて容認することを明らかにした。 こでまずは原則とされた有資格教員 任用につき 少しく検討しておこう。
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同条では有資格教員の任用につき、 「特別ノ規定」で
定める学校教員以外は、すべて同令に基づく教員免許状取得者をもって採用することを原則とした。すなわち、中等諸学校教員の場合、師範学校、中学校、高等女学校については何ら特別な規定が設けられるこ はなかったから、その任用を求める際には、原則、同令による教員免許状を取得する必要があったといえる。他方、実業学校教員についてはこの限りでは かった。実業学校の場合、一八九九（明治三二）年二月七日 実業学校令（勅令第二九号）が定められ、同令第十条では、 「実業教員ノ資格ニ関スル規則ハ文部大臣之ヲ定ム」とし、の規定に基づき 九〇七 四〇 九 二一日には「公立私立実業学校教員資格ニ関スル規程」 （文部省令第二八号）を制定した。したがって 実業学校教員についてはそのほかの中等諸学校教員とは異なり 資格法制上、教員免許令第二条の適用外におかれることとなったとみてよい。　
もっとも、実業学校といえども、 「実業ニ関スル科目」
のほか、修身等のいわゆる「普通学科目」も学科課程上に加えられ いたことはいうまでもなく、その担当教員を要する。そこで、そ 任用についてはつぎのとおりした。すなわち、 「公立私立実業学校教員資格ニ関スル
規程」第一条では、 「左ノ各号ノ一ニ該当スル者ハ実業学校ノ教員タルコトヲ得」として実業学校教員に関する任用資格の要件を示している。このうち、同条第三号では「文部大臣ノ指定スル者」とし、ついで同日発した文部省告示第二四八号では、 「師範学校、中学校又ハ高等女学校ノ教員免許状ヲ有スル者」を任用資格 一つとした。またその後、一九二二（大正一一）年一月二四日文部省令第五号による同規程の改正では、 「第一条中「文部大臣ノ認可シタル者」ヲ「教員免許令ニ依リ教員免許状ヲ有スル者」ニ改ム」とし、こ に合わせて同日先の告示から「教員免許状所有者」を削除することが確認されている（文部省告示第一八号） 。要する 教員資格法制上からすれば、中等諸学校のうち、実業学校教員資格につい は教員免許 二条の外に置かれ、別に定めた省令の規定によ ものであっ と解されるが、他方、実際には教員免許令に基づく中等教員免許状取得者は師範学校、中学校、高等女学校 みならず、実業学校においても指定された学科目 つき、その任用を受けることが可能であったこと は留意したい。後に考察を加える武道教員免許状取得者もこの限りであった。　
なお、 「公立私立実業学校教員資格ニ関スル規程」は、
一九四三（昭和一八）年四月二三日文部省令第五六号に
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よる 「教員免許状ヲ有セサル者ヲ教員ニ充ツルヲ得ル件」の改正によって廃止され（附則） 、以後、実業学校に関する教員任用資格は同規程第二条第二項により定められることとなった。 その際、 これまで任用資格の一つであった「教員免許状所有者」 改正以降に示された適用範囲から除外され、 「一
　
学位ヲ有スル者／二
　
大学
ヲ卒業シタル者、大学ニ於テ試験ニ合格シ学士ト称スルコトヲ得ル者又ハ官立学校ノ卒業者ニシテ学士ト称スコトヲ得ル者／三
　
文部大臣ノ指定シタル者」 とされた。
また同日には文部省告示第五〇〇号を発し、第三号に基づく指定がなされてい
る（６）
。これは主として官立・公立高
等教育機関卒業生等に実業学校教員 しての任用資格を与えるものであったが、なかには私立学校卒業生もわずかに含まれていた。とくに本稿との関係でみれば そのうちの一つとし 「元私立日本体育会体操学校高等科高等師範科卒業者」および「 本体育専門学校本科、師範科卒業生」が指定されていたことは注目される。 なわち、日本体育専門学校は前者・ 育会体操学校を改組し、一九四一（昭和一六）年三月一〇日に専門学校令に基づく学校としての認可を受け 専門学校である
が（７）
、同校では一九〇四（明治三七）年以来、一貫して
剣道・柔道を正科授業として教授してい
た（８）
。また、専門
学校へ昇格した際には本科を三部にわけ、本科第一部は修身、本科第二部は剣道、本科第三部は柔道をそれぞれ兼修するものとし、師範科においても剣道・柔道のいずれかを専修するものであっ
た（９）
。要するに、武道教員につ
いてみた場合、 実業学校における教員任用は一九四三 （昭和一八）年四月以降、原則的 「元私立日本体育会体操学校高等科、高等師範科卒 者」および「日 体育専門学校本科、師範科卒業生」とに法制上、限定されることとなったとみてよい。　
他方、教員免許令第二条但し書きに示された無資格教
員の任用について検討し おこう。無資格教員の任用については、一九〇〇（明治三三）年九月六日に「教員免許状ヲ有セサル者ヲ教員ニ充ツルヲ得ル件」 （文部省令第一五号）を定め、その諸条件を規定している。これによれば、無資格教員を任用するための条件は、第一に師範学校、中学校、高等女学校において「教員免許状ヲ有スル者ヲ得難キ場合」 （第一条）であることとし、 だし、この条件下で採用した者 「公立学校 在リテハ教諭助教諭又ハ訓導ト称スルコトヲ得ス」 （第三条）こととした。もっとも、こうした教員の採用者数については一定の制限が加えられることとなっ 。同規程第四条では無資格教員の任用におけ 第二の条件を示し 「中学
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校高等女学校ニ於テ新ニ採用セントスル者ヲ加算シ教員免許状ヲ有セサル者ノ数教員免許状ヲ有スル者ノ二倍ヲ超過スル場合ハ文部大臣ノ認可ヲ受クルコトヲ要ス」とし、以降、同条で示した学校毎に占める無資格教員 数の範囲はその改正を行うたびに逐次、制限されていくこととなっ
た
）（（
（
。これは無資格教員の任用が例外的な容認の
上に成り立っていること 考えれば、当然の措置であったと思われる。すなわち、さきの範囲は一九〇五年（明治三八）年一月二〇日文部省令第一号による同条改正では、 「中学校高等女学校ニ於テ新ニ採用 ントスル者ヲ加算シ教員免許状ヲ有セサル者ノ数教員免許状ヲ有者ノ数ヲ超過スル場合ハ文部大臣ノ認可ヲ受クルコトヲ要ス」とされ さらに一九〇八（明治四一）年一月七日文部省令第一号による改正では、 「中学校高等女学校ニ於テ新ニ採用セントスル者ヲ加算シ教員免許状ヲ有セサル者ノ数教員免許状ヲ有スル者ノ二分ノ一ヲ超過スル場合ハ文部大臣ノ認可ヲ受クルコト 要ス」 こととなった。また、これ以後の改正は一九四七年（昭和二二）年五月二三日の「学校教育法施行規則等」 （文部省令第一一号）によって同規程が廃止（附則第八十二条）されるまで行われていない。要するに、一九〇八（明治四一）年以降についてみれば、無資格教員の採用について 各学校
占める教員全体数の三分の一まで、法制上、容認され得るものであった。　
つづく教員免許令第三条以下では、有資格者として授
与される教員免許状に関する諸規定が明示されている。まず第三条では「教員免許状ハ教員養成ノ目的ヲ以テ設置シタル官立学校ノ卒業者又ハ教員検定ニ合格シタル者ニ文部大臣之ヲ授与ス」とし、教員免許状の取得方法を養成方式と教員検定方式と 二種とした。このうち前段に示した「教員養成ノ目的ヲ以テ設置シタル官立学校ノ卒業者」とは、原則的には高等師範学校および一九〇二（明治三五）年三月二八日に制定された「臨時教員養成所官制」 （勅令第一〇〇号） よって「文部大臣ノ指定スル帝国大学及直轄諸学校内」 （ 二 ）に設置され臨時教員養成所等の卒業生が該当し、そのほか、官立諸学校卒業生等も適宜これに準ずる者として認められる場合もあった。詳細は後述する。　
また第三条後段に示した教員検定方式（ 「教員検定ニ
合格シタル者」 ）については、つづく 四条でその検定方法を試験検定（直接検定方式）と無試験検定（間接検定方式）の二種とし、教員検定委員会がこれを実施することとした。このうち前者の一 として実施された検定試験が 「師範学校中学校高等女学校教員検定試験」 （以下、
国士舘研究年報 2009　楓
54
文検）であった。なお、教員検定の詳細については第七条で「教員検定ニ関スル規程ハ文部大臣之ヲ定ム」とし、この規定に基づき「教員検定ニ関スル規程」 （一九〇〇［明治三三］ 年六月一日文部省令第一〇号） が制定された。ちなみに、同規程はその後改称も含めた改正が数回加えら
れ
）（（
（
、さきの「学校教育法施行規則等」により廃止され
ているが（附則第八十二条 、 「その後の検定制度の実施は、この規程によって行われたわけで、検定法制はこの時に確立したということがで
き
）（（
（
」 、旧学制下における中
等教員資格制度においては とくに重要な意味を つものであった。ただし、紙幅の関係上、ここでは同規程に定めた教員検定の実施方法等に関する詳細までには立ち入らず、後の考察に直接関係する無試験検定の出願資格に関する事項について み確認し、そ 概要を検討しておこう。すなわち、該当者は左のと りであった。　　
第五条
　
左ノ第一号乃至第四号ニ掲クル者ハ文部大
　　
臣ノ適当ト認メタル学科目ニ関シ第五号ニ揚クル者
　　
ハ其ノ免許ノ学科目ニ関シ第六号ニ揚クル者ハ其ノ
　　
教授シタル学科目ニ関シ無試験検定ヲ受クルコトヲ
　　
得
　　
一
　
文部大臣ノ指定シタル官立学校ノ卒業生及選科
　　
修了生／二
　
師範学校、中学校、高等女学校及之ト
　　
同等以上ノ学校ノ卒業証書ヲ有シ更ニ卒業生ノ教員
　　
免許資格ニ関シ文部大臣ノ許可ヲ受ケタル公立、私
　　
立学校ニ入リ三年以上在学シテ卒業シタル者／三
　
　　
師範学校、中学校、高等女学校及之ト同等以上ノ学
　　
校ノ卒業証書ヲ有シ更ニ外国ノ 学若ハ之ニ準スヘ
　　
キ学校ニ於テ修学シ 位若ハ卒業証書ヲ受領シタル
　　
者／四
　
外国ニ於テ師範学校、中学校、高等女学校
　　
ニ準スヘキ学校ヲ卒業シ更ニ大学校若ハ之ニ準スヘ
　　
キ学校ニ入リ修業シ学位若ハ卒業証書ヲ受領シタル
　　
者／五
　
教員タラムト欲スル学校ノ 科課程ト同等
　　
以上ノ学校ノ教員免許状ヲ有スル者／六
　
教員タラ
　　
ムト欲スル学校ノ学科程度ト同等以上ノ官立学校ニ
　　
於テ一箇年以上教員タル者若ハ教員タリ 者
このうち第一号に示された条件に関する認可を得た学校がいわゆる「指定学校」であり、第二号に示された条件に関する認可を得た学校がいわゆる「許可学校」であった。なお、一九〇八（明治三四）年の同規程改正（文部省令第一二号） では、 第五条に定めた第一号中より 「官立」の文字は削除されており 以後、私立学校も指定学校としての認可を受けることが可能となった。もっとも、同
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規程第五条はその後数回にわたり改正が加えられ、各時代とともに無試験検定適用者の範囲も変更されている。その方向性を総じていえば、不足する中等教員需要を補充するために、漸次、拡大されていったといえる。このうち、本稿との関連でみれば、一九二一年（大正一〇）年三月四日文部省令第一四号による同規程改正はとりわけ注目される。すなわち 一九〇〇（明治三二）年に制定された同規程は、一九〇八（明治四一）年一一月二六日文部省令第 二号によって全文が改正されている。この時の改正では、第五条で従来規定していた無試験検定の適用に関する諸条件は同規程第七条で改めて示されることとなったが、その後の改正（一九二一［大正一 ］年三月四日文部省令第一四号）によって第七条に「第五号
　
相当ノ学歴ヲ有シ師範学校、官立、公立中学校、高
等女学校及之ト同等以上ノ官立、公立学校ニ於テ五箇年以上検定ヲ受ケントスル学科目ノ教授ヲ担当シ其ノ成績優良ナル者」とする一号が加えられ こととなった。すなわち、この改正によってこれまで無資格教員としての任用を受け教職に従事していた官立・公立学校教員への無試験検定方式による教員検定受検、あるいは 合格による有資格教員への転身の途が開かれることとなった。さらに、一九二九（昭和四） 六 二四日文部省令
第三五号による改正では、同条第五号中から「官立、公立」の文字が削除され、以降においては官立・公立学校のみならず、私立学校における無資格教員においても、一定の教職経験を経た後には無試験検定方式 よる教員検定の受検が可能となったのである。ちなみに、同条第五号によって無試験検定の適用を受け、剣道・柔道の教員免許状を取得したも は多数 上っていたことは後に明らかにするところである。してみれば、同条改正は本稿考察部の背景としてとくに留意 おきたい。なお、一九三一（昭和七）年八月三〇日文部省令第一五号による改正で同条第五号は第六号に繰り下げられている。　
もっとも他方、無試験検定適用者については戦時体制
下のもとでその範囲をなお拡充せざるを得ない状況となり、一九四四（昭和一九）年二月一七日の「国民学校、青年学校及中等教員ノ検定及資格ニ関スル臨時特例」 （文部省令第四号。以下、 「臨時特例」 ）では、つぎの各号の該当者も無試験検定適用者として加えられるこ となった。　　
第四条
　
左ノ各号ノ一ニ該当スル者ハ中学校高等女
　　
学校教員検定規程第七条第六号（中略）ニ拘ラズ当
　　
分ノ内中学校高等女学校教員（中略）無試験検定ヲ
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受クルコトヲ得
　　
一
　
陸軍ノ将校又ハ海軍ノ士官、特務士官ニシテ現
　　
役ニ非ザル者及奏任官又ハ奏任官待遇以上ノ官吏タ
　　
リシ者ニシテ中等学校ニ於テ一年以上検定ヲ受ケン
　　
トスル学科目ノ教授ヲ担 シタル者／二
　
陸軍又ハ
　　
海軍ノ准士官、下士官ニシテ現役ニ非ザル者若ハ下
　　
士官タリシ者及判任官又ハ判任官待遇ノ官吏タリシ
　　
者ニシテ中等学校ニ於テ三年以上検定ヲ受ケントス
　　
ル学科目ノ教授ヲ担任シタル者（中略）／四
　
専門
　　
学校、 師範学校ノ本科又ハ専攻科ヲ卒業シタル者 （中
　　
学校高等女学校教員免許状ヲ有ス 除ク ニ
　　
テ中等 ニ於テ二年以上検定ヲ受ケントス 科
　　
目ノ教授ヲ担当シタル者但シ師範学校本科卒業生ニ
　　
在リテハ昭和十八年度以後 卒業者ニ限ル／五
　
中
　　
等学校卒業者、専門学校入学 検定規程ニ依リ試験
　　
検定ニ合格シタル者又ハ文部大臣ニ於テ一般ノ専門
　　
学校ノ入 ニ関シ中学校若ハ高等女学校ノ卒業者ト
　　
同等以上ノ学力アリト指定シタル者ニシテ中等学校
　　
ニ於テ四年以上検定ヲ受ケントスル学科目ノ 授ヲ
　　
担任シタル者／六
　
武道ニ付相当ノ経歴ヲ有スル者
　　
ニシテ中等学校ニ於テ三年以上体錬科武道ノ教授ヲ
　　
担任シタル者
　　
陸軍兵科下士官以上ノ軍人ニシテ現役ニ非ザル者又
　　
ハ兵科下士官タリシ者ニシテ体錬科体操、体錬科武
　　
道又ハ体錬科教練ニ付無試験検定ヲ受ケントスル場
　　
合ハ前項第一号又ハ第二号ノ中等学校 於ケル教授
　　
ノ経験ヲ要セズ
すなわち、同規程第四条の各号は「教員検定ニ関スル規程」第七条第六号で教職経験が五年以上の者を無試験検定適用者としていたのに対し、共通してその年数を緩和するものであった。第一号・ 二号については軍人等の階級別にその年限を一年あるいは二年以上とし、 第四号 ・第五号ではそ 学歴に応じて二年あるいは四年以上とした。また第六号については武道教員に関する 件を特段に緩和し、教職経験を三 以上に引き下げ、かつ「教員検定ニ関スル規程」第七条第六号ではその該当者は「相当ノ学歴ヲ有」する者としていたのに対し これを「武道ニ付相当ノ経歴ヲ有スル者」とした。要するに同規程第四条第六号の適用によって武道教員免許状を取得する場合においては、 学歴は不問とされたのであった。なお、同規程 各号に該当し、剣道・柔 の教員免許状を取得した者が一定数に上っていたことは後に明らかとするところであり、また第六号 あっては特段に武道教員
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に関する該当者の範囲を拡充している。してみれば、同規程制定の主要な目的は、 武道ある はそれを含めた 「体錬科」教員の補充にあったと思われ、これ 「教員で出陣する者が漸く多くなり、その欠 補うことが漸く困難になつたため、軍人或は官吏等を以てこ を補
う
）（（
（
」ため
に講じた措置であったといえる。２．武道教員資格法制の概要　
中等諸学校における剣道・柔道の正科採用は、法制上、
一九一一（明治四四）年七月三一日文部省令第二六号による中学校令施行規則の改正が嚆矢であり（ 「第十三条（中略）体操ハ教練及体操ヲ授クルヘシ又撃剣及柔術ヲ加フルコトヲ得」 ） 、ついで翌 一九一二（明治四五）年六月二一日文部省令第一五号 よる師範学校 の改正では師範学校においても剣道・柔道が正科として位置づけられることとなった（第二十四条） 。なお、同日発せられた「中学校令施行規則 改正ニ付キ教育内容ノ充実改善注意方」 （文部省訓令第四 号 ではそ 採用につき「撃剣及柔術ハ従来各学校ニ於テ任意ニ之ヲ施設シ生徒ノ志望ニ依リテ科外ニ之ヲ習ハシメタリシモ今回正科トシテ体操中ニ加フルコト得シメタ 所以ハ撃剣及柔術カ生徒心身ノ鍛練上ニ及ホス成績ニ徴シ其ノ施設ヲ認メタ
ルニ因ルモノトス」との説明がなされている。これまで正科教材として正式な位置づけをもたなかった剣道・柔道であったが、実際には多数 中等諸学校にお てすでに随意科目としての授業が展開されていた。ち みに、鹽谷宗雄の調査によれば、一九一二（明治四五）年における柔道の実施状況は二七〇校中一八九校に上っていたとい
う
）（（
（
。そして文部当局は武道における教育的価値を認
め、ここに法制上はじめて剣道・柔道が正科教材として位置づけられ こととなったのであった。ただし、この時点では剣道・柔道を「加フルコトヲ得」としたのであり、体操科中にお いわば「選択 目」 の位置づけであった。　
もっとも、教員資格法制上では武道に関する教員免許
状の規定の制定はいまだないのであるから、武道 育従事者の任用については、各学校ともにすべて前節に示た「教員免許状ヲ有セサル者ヲ教員ニ充ツルヲ得ル件」の規定に基づくものであったことはいうま もない。こうした事情のなか、中学校における正科教材としての剣道・柔道は一九一二（明治四五）年度より実施に移されることとなり、以降、武道教員 さらな 需要増加は暗に予想され得るところであった。事実、文部省普通学務局によ 調査をみれば、全国公立・私立中学校における
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武道教員者数は、 一九一二（大正元）年時点で三二五名、翌年は三三六名、翌々年は四〇五名であり、この三年間で八〇名の増加をみせている。なお、 中学校数はこの間、五校の増加に過ぎな
い
）（（
（
。そこで文部当局は一九一一（明
治四五）年一月二四日（媛普一一二号）に武道教員に関する通牒を各地方庁に発し、当面の取扱いについて左のとおりに通知し
た
）（（
（
。
　　
客年文部省第二十六号ヲ以テ中学校令施行規則中改
　　
正ヲ加ヘラレ来学年ヨリ体操科ニ於テ撃剣及柔術ヲ
　　
授クルコトヲ得ルコトヽ相成候ニ就テハ自然右受持
　　
教員採用ノ向モ可有之ト存候処何等教員免許状ヲ有
　　
セスシテ専ラ撃剣及柔術ヲ受持ツヘキ教員明治三十
　　
三年文部省令第十五号第三条ノ関係ニ於テハ教諭助
　　
教諭ト称 ルコトヲ得サルハ勿論ニ候ヘ共第四条ノ
　　
関係ニ於テハ当分ノ内有資格無資格何レニモ属セサ
　　
ルモノトシテ御取扱相成度依命此段及通牒 也
すなわち、これ以上の武道教員数の増加は、さきにみた「教員免許状ヲ有セサル者ヲ教員ニ充ツルヲ得ル件」第四条規定（無資格教員の任用を教員全体数の三分の一に制限するもの）に抵触することが予想されるため、同通
牒は武道教員については教員者数から除外するという応急的な処置を講ずる旨を通知するものであった。 その後、文部当局 一九一四（大正三）年四月二日に文部省令第一一号により同規程を改正し、武道 を左 とおり、法制上、正式に位置づけることとした。　　
第一条ノ二
　
師範学校中学校ノ撃剣又ハ柔術ノ教授
　　
ヲ担当セシムル為当分ノ内各号ノ一ニ該当スル者ヲ
　　
教員ニ採用スルコトヲ得
　　
一
　
文部大臣ノ指定シタル専門学校ノ卒業生／二
　
　　
教員検定ニ関スル規程第五条第一号若ハ第三号乃至
　　
第六号ノ一ニ該当スル者ニシテ主トシテ撃剣又ハ柔
　　
術ヲ教授スル学校ニ於テ三箇年以上修業シ文部大臣
　　
ニ於テ特ニ其 成績優良ナリト認定シタル者
また同日には文部省告示第六一号を発し、同規程第一条第二項第一号による指定が「私立大日本武徳会武術専門学校本科国語漢文兼修科卒業生」であることを明示している。なお、 二 中にみられる 教員検定ニ関スル規程第五条第一号若ハ第三号乃至第六号」とは、 「中学校卒業生」 （ ） 、 「専門学校入学者検定規程 依ル試験検定ニ合格シタル者」 （ ） 、 「専門学校入学者検
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定規程第八条第一号ニ依リ一般ノ専門学校入学ニ関シ指定ヲ受ケタル者」 （第四号） 、 「小 本科正教員ノ免許状ヲ有スル者」 （第五号） 、 「尋常小学校本科正教員ノ免許状ヲ有スル者」 （第六号）のことであった。要するに、同規程の改正は有資格教員不在のなかにあって、他方ですでに無資格者によって広く実施されている武道教育の実情を鑑み、法制上、正式に武道教員を位置づけ、一つはすでに武道教員養成を実施している私立大日本武徳会武術専門学校卒業生に対する優遇を図り、一つは既存の教育従事者といえども その学歴を中等 育修了者程度以上とし、一つは一定の 職教養 有する者を優遇することで、もって武道無資格教員 最低限度の質的保障を図ろうとするものであったと思われる。 もっとも、こうした施策は同条前段にみられる「当分ノ内」とする文言からも推察されるように、将来的 有 教員の供給が充足されるまでの例外的な措置として講じられたものであった とは論を俟たない。したがって、文部当局は中等諸学校におけ 剣道・柔道の正科採用 決定する一方で、武道教員に関す 教員養成並びに資格法制上の整備に着手することとした。　
まず、教員養成に関する施策としては、一九一三（大
正二）年七月に東京高等師範学校規則第四七条（ 「師範
学校、中学校、高等女学校教員ノ欠乏ヲ充タスタメニ特別ノ必要アル場合ニ於テハ専修科ヲ置クコトアルヘシ」 ）に基づき、 「体操ヲ主トスル者」 、 「柔道 主ト ル者 、「剣道ヲ主トスル者」からなる体操専修科を東京高等師範学校（以下、東京高師と略記する）に開設することとし、その養成を開始し
た
）（（
（
。そして同専修科第一回生が卒
業年度を迎えた一九一六（大正五）年三月二九日には文部省令第八号を発し、 「教員検定ニ関スル規程」第二条第二項に改正 加 、体操科の教員免許状を「体操、撃剣、柔術」の三種とした。すなわち、ここにおいてはじめて教員免許資格法制上、剣道・柔道に関する独立した教員免許状が制定されることとなったのであった。そして以降、教員免許令の定め ころにより、 「教員養成ノ目的ヲ以テ設置シタル官立学校ノ卒業生」および試験検定あるいは無試験検定のいず かによって教員検定に合格した者等が、漸次、剣道・柔道の教員免許状を取得することとなったのであった。なお、このとき 改正ではこのほか、同規程第十一条を改正し、 「体操科中撃剣及柔術ノ試験ハ女子ニ対シテハ之ヲ行ハ」ないこ 確認している。　
その後、中等諸学校における剣道・柔道の実施は、大
正・昭和と戦時気運 興隆もあって増加の一途を辿っ
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ていく。一例として文部省普通学務局の調査による一九二三（大正一二）年から一九三〇（昭和五）年までの中学校における武道教育実施状況を示せば第一表のとおりであった。同表によれば、一九三〇（昭和五）年までにはほぼすべての中学校において武道教育が実施されていたことがわかる こうした時流のなか、文部当 は昭和初期 至 、中等諸学校における剣道・柔道の必修化を決定し 。すな ち、一九三〇（昭和五）年四月八日に行われた実業学校諸規程の改正では、学科課程上、体操科の一教材として武道科目の部分的な必修化が認めら
れ
）（（
（
、ついで翌年一月一〇日文部省令第一号による師範
学校規程の改正（第二十四条）および同日文部省令第二号による中学校令施行規則の改正（第十七条）では、師範学校、中学校における学科課程上、剣道・柔道が 科必修科目として正式に位置づけられること なった。なお、同月二〇日に発せられた文部省訓令第二号では、中学校令施行規則の改正について「今般文部省令第二号ヲ以テ中学校令施行規則ヲ改 セリ（中略）剣道及柔道ハ之ヲ体操科中ニ於テ必修セシムルコトトナセリ是レ剣道及柔道ガ我ガ国固有ノ武道ニシテ質実剛健ナル国民精神ヲ涵養シ心身ヲ鍛練スルニ適切ナルヲ認メタルガ為ニシテ両者又ハ其ノ一ヲ必修セシメントス」との説明がなさ
中学校数
柔　道
（正科）
柔　道
（科外）
柔道合計
剣　道
( 正科）
剣　道
( 科外）
剣道合計
1923（大正 12）年 465 232 151 383 281 157 438
1924（大正 13）年 489 278 115 393 327 136 463
1925（大正 14）年 500 339 81 420 402 83 485
1926（大正 15）年 516 369 80 449 447 84 531
1927（昭和  2）年 528 388 63 451 452 67 519
1928（昭和  3）年 542 416 56 472 476 56 532
1929（昭和  4）年 553 444 49 493 499 45 544
1930（昭和  5）年 555 459 43 502 505 34 539
第一表　中学校における武道授業実施状況
註）本表は、文部省普通学務局『全国公立私立中学校ニ関スル諸調査』（『文部省教育統計・
調査資料集成』第 12 巻～第 19 巻、大空社、1988 年）により作成した。
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れている。要するに、この期に至り、一つにほとんどの中等諸学校男子生徒に対しては実際上、すでに武道教育が実施されていること、一つに国民精神の涵養に対する教育的価値が武道教育に認められること、などの理由より中等諸学校におけ 武道教育の必修化が採用されたのであった。　
以上のような経緯を経て、法制上、確固たる位置づけ
をもつこととなった中等諸学校における武道教育は、その後は進展する時代の影響もあっ 、いよいよ国民 関心をもたれるところとなっ
た
）（（
（
。しかし、一九四五（昭和
二〇）年八月の敗戦 もにその情勢は一変する。すなわち、同年一一 六日には文部次官通牒（発体八〇号）が発せられ、各種の学校教育から武道教育は禁止されこととなった。そして翌年三月七日文部省令第一〇号よる「中学校高等女学校教員検定規程」の改正で 、剣道・柔道に関する教員免許状 効力失効が明示されることとなった（ 「附則
　
本令施行前授与シタル（中略）体
錬科武 ノ内剣道、体錬科武道ノ内柔道（中略）ノ 員免許状ハ其ノ効力ヲ失フ」 ） すなわち、一九一六（大正五）年以来の武道教員免許状はここに 姿 消すとなったのであった。
三
　『教員免許台帳』における武道教員免許状取得
　　
者数の検討
　
これまでの検討では教員免許令を中心に中等諸学校教
員任用制度の概要を一瞥し、ついで武道教員免許状に関する法制上の位置づけ等を確認した。では、その具体的な実態、とりわけ教員免許状の取得状況はいかなるものであったのだろうか。本章では旧学制下における武道教員免許状取得者数を総体的に検討したい。なお、教員免許令では教員免許状の取得方法を養成方式と教員検定方式との二種に大別し、さらに教員検定方式 試験検定と無試験検定の二種に小別していたことはすでに述べたところである。そこ 本章ではこ 区分にしたがって、それぞれの実態を検討しよう。　
１． 「教員養成ノ目的ヲ以テ設置シタル官立学校ノ卒
　　
業生」における武道教員免許状取得状況
　
まず、 「教員養成ノ目的ヲ以テ設置シタル官立学校ノ
卒業生」の実態について明らかにしよう。官立教員養成諸学校卒業生の場合、検定を要せずして卒業と同時に教員免許状が下付されている。 『教員免許台帳』記載の武道教員免許状取得状況を検討すれば、つぎの教育機関の
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いずれかにおいて武道を一定期間修学した者が、その該当者であった。すなわち、 （一）東京高師（二）広島高等師範学校（以下、広島高師） 、 （三）第一臨時教員養成所（東京高師内、 第一臨教 （四）東京体育専門学校（以下、東京体専）である。なお、このほか、東京文理科大学 （以下、 東京文理科大） 卒業生も含まれてい 。　
もっとも、東京高師、広島高師、第一臨教が教育免
許令第三条前段にみられる「教員養成ノ目的ヲ以テ設置」された官立教員養成諸学校であることは周知のとおりであり、その卒業生が同令の定めにより教員免許状を取得したことは多言を弄すまでもない。他方、東京文理科大は一九二九（昭和四）年四月に開校された「大学令」 （一九一八［大正七］年一二月六日勅令第三八八号）に基づく大学であ
り
）（（
（
、また東京体専は一九四一（昭和
一六）年五月に開校された「専門学校令」 （一九〇三［明治三六］年三月二七日勅令第六一号）に基づく専門学校であっ
た
）（（
（
。したがって、法制上からみれば、これら両校
は先の官立諸学校とは本質的にその設立目的を異にするもので、その卒業生については教育免許令第三条前段の規定に原則的には該当するもので ないが、両校卒業生の取扱いについてはそれぞれ省議決定および大臣裁定によって教員免許令第三条前段 準ずるものと て取扱う
旨が確認されてい
る
）（（
（
。
　
さて、官立教員養成諸学校における武道教員免許状取
得状況を検討してみよう。それを示したのが第二表である。このうち、まずはもっとも多くの教員免許状取得者を輩出している東京高師についてみてみよう。東京高師では一九一三（大正二）年に「体操ヲ主トスル者」 、 「柔道ヲ主トスル者」 、 「剣道ヲ主トスル者」の三専修からなる体操専修科が開設され、明治末期の中等諸学校における剣道・柔道の正科採用に対応したことはすでに述べたとおりである。 またその後の一九一五 （大正四） 年には 「甲組ハ体操、乙組ハ柔道、丙組ハ剣道ヲ主トスル」 育科（特科）を開設
し
）（（
（
、さらに一九二一（大正一〇）年四月
からは特科であった体育科を本科の 学科に改編し
て
）（（
（
、
以降、同体育科を中心に武道教員養成を展開した。 たがって、同表からも明らかなように、武道に関する教員免許状が制度化された一九一六（大正五）年からその廃止に至るまでの間、ほぼ恒常的にその該当者 教員免許状を取得しており、総計は剣道が三〇八名、柔道が三四一名であった。なお 体育科（特科）の 業限は四年であったが、一九一六（大正五）年度および一九一七（大正六）年度の入学者は ら
ず
）（（
（
、そのため
一九二〇（大正九）年度および一九二一（大正一〇）年
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学　校　名 東京高師 広島高師 第一臨教 東京文理科大 東京体専
学　科　目 剣道 柔道 剣道 柔道 剣道 柔道 剣道 柔道 剣道 柔道
1916（大正  5）年 3 月卒業 10(1) 12 
5 月卒業 (1)
1917（大正  6）年 3 月卒業 6 11 2 
5 月卒業 1 
1918（大正  7）年 3 月卒業 4 1 1 
1919（大正  8）年 3 月卒業 6 5(2)
1920（大正  9）年 3 月卒業
1921（大正 10）年 3 月卒業
1922（大正 11）年 3 月卒業 8(1) 9 
1923（大正 12）年 3 月卒業 9 4 
1924（大正 13）年 3 月卒業 7(2) 13 1 
1925（大正 14）年 3 月卒業 4 5 
1926（大正 15）年 3 月卒業 5(1) 9(2) 1 
1927（昭和  2）年 3 月卒業 8(1) 8(1) 1 7 
5 月卒業 2 1 
1928（昭和  3）年 3 月卒業 9 10(1) 3 1 
1929（昭和  4）年 3 月卒業 7 4(2) 3 
6 月卒業 1 
1930（昭和  5）年 3 月卒業 9 7(1) 1 
1931（昭和  6）年 3 月卒業 12 12(3)
1932（昭和  7）年 3 月卒業 9 13 
1933（昭和  8）年 3 月卒業 12(1) 13(2) 3 1
6 月卒業 1 
7 月卒業 1 
1934（昭和  9）年 3 月卒業 10 14 2 1 
1935（昭和 10）年 3 月卒業 15 15 2 3 
1936（昭和 11）年 3 月卒業 11 11(4) 4 5 
1937（昭和 12）年 3 月卒業 13(2) 11(3) 5 3 
1938（昭和 13）年 3 月卒業 6 8(3) 2 2 
1939（昭和 14）年 3 月卒業 21 23(2) 3 6 
1940（昭和 15）年 3 月卒業 18(3) 21 4 1 
1941（昭和 16）年 3 月卒業 12(4) 17(2) 4 5 
12 月卒業　 17(1) 18 6 3 1 
1942（昭和 17）年 3 月卒業 1 
9 月卒業 13(1) 16 3 3 
1943（昭和 18）年 3 月卒業 2 
9 月卒業 19 20 4 5 1 
1944（昭和 19）年 2 月卒業 1 1 
9 月卒業 16(1) 18 2 2 1 19(2) 18(9)
1945（昭和 20）年 4 月卒業 (1)
9 月卒業 7 11 1 13(1) 12(1)
10 月卒業　 1 (4)
11 月卒業　 5 
1946（昭和 21）年 3 月卒業 3 1
合　　　計 308(19) 341(30) 59 50 2 3 41(3) 31(14)
第二表　「教員養成ノ目的ヲ以テ設置シタル官立学校ノ卒業生」における武道教員免許
　　　　	状取得状況
註）本表は『教員免許台帳』（国立公文書館所蔵）により作成した。
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度については卒業生がいない。また第二表では （カッコ）として、東京高師卒業生中、体操専修科および体育科における剣道・柔道専修者以外の武道教員免許状取得者数を別に示 た。すなわち、他学科ある は他専修の所属ながらも随意科目としての剣道・柔道を兼修し、その結果、 卒業時 武道教員免許状を取得した者の数値である。その総計は、剣道が一九名、柔道が三〇名で った 要するに、東京高師卒業生では三一年間に剣道三二七名、柔道三七一名の教員免許状取得者が確認され、武道教員免許状取得者 数 六九八名 あった。　
東京高師についで武道教員免許状取得者数が多いの
は、広島高師であった。もっとも、広島高師では東京高師に開設されたような体育（武道）を専門とする学科・専修等 開設されておらず、そ 該当者はいずれも所属する学科 ・ 専修等の学科課程上に加えられた武道 （随意科目）を履修することで武 教員免許状を取得した者である。具体的には一九一七（大正六）年三月卒業者（一九一三［大正二］年入学者）のうち、一名は本科博物学部の卒業生でもう一名 本科国語漢文部 一九一八（大正七）年三月卒業者（一九一四［大正三］年入学者）の一名は本科国語漢文部 あった。また広島 は一九一五（大正四）年二月二三日文部省令第四号によ
高等師範学校規程の改正に基づき、従来の予科・本科の制度を廃止して文科・理科の二学科制とするとともに両学科をそれぞれ三部にわけ、各部に主要学科目を定めることとした。すなわち、文科第一部は国語・漢文、文科第二部は英語、文科第 は歴史・法制経済、理 第一部は数学・物理学、理科第二 は物理学・化学、理科第三部は地理学・博物学がその主要学 目であっ
た
）（（
（
。ちな
みに、各学科各 別に取得状況を示したのが第三表である。同表によれば、文科では剣道三一名、柔道二四名、理科では剣道一八名、柔道二四名の教員免許状取得者が確認される。またこのほか、同年の改正に基づき設置された教育 （特科）のうち
に
）（（
（
、剣道教員免許状取得者が
六名、 柔道教員免許状取得者が一名、 および一九一八（大正七）年に設置 た徳育専攻科のうち
に
）（（
（
、剣道・柔道
の教員免許状取得者が各一名ずついる。要するに、こらを総計すれば 広島高師卒業生では三一年間に剣道五九名、 柔道五〇名の武道教員免許状取得者が確認されその総数は一〇九名であった。　
また期間的にみて東京体専卒業生における教員免許取
得者数は注目される。東京体専は一九四一（昭和一六）年五月に体操科および武道科（ 「剣道部及柔道部」 ）からなる官立専門学校として開校し、修業年限は 年 あっ
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免許状の失効が確認される一九四六（昭和二一）年三月までに五回の卒業生を送り出し、その間、武道科卒業生では剣道で四一名、柔道で三一名の教員免許状取得者が確認される。なお、東京高師同様にそうした武道専修者以外におけ 武道教員免許状取得者数を第二表では（カッコ）で別に示した。その数は剣道で三名、柔道で一四名であった。要するに、東京体専卒業生では三年間に剣道四四名、柔道四五名の教員免許状取得 が確認され、武道教員免許状取得者の総数は九三名であった。　
そのほか、若干数ではあるが、第一臨教卒業生および
東京文理科大卒業生中にも武 教員免許状取得者がみられた。第一臨教ははじめ一九〇二年（明治三五）年月二九日に東京帝国 学内に設置されたが（文部省告示第五八号） 、 九〇八（明治 一）年三月三〇日には一旦廃止さ ている（文部省告示第一 四号） 。そ 後一九二二（大正一一年）四月一〇日に東京高師内に再び設置されることとなり、その際に 歴史漢文科、英語科、数学科、歴史地理科および体操科が開設され、修業年限は二年であった（文部省告示第三四 号） 。したがって、第一回生は一九二四（大正一三）年三月に卒業することとなる。しかし、第一臨教はその後、一九三三（昭和八年）三月九日文部省告示第七七号によって同 三一日を
学科・部 文科第一部 文科第二部 文科第三部
学科目
剣道 15 7 9
柔道 7 13 4
学科・部 理科第一部 理科第二部 理科第三部
学科目
剣道 7 7 4
柔道 7 5 12
第三表　広島高師文科・理科卒業生における武道教員免許
　　　　状取得状況
註）本表は、『教員免許台帳』（国立公文書館所蔵）により作成
した。
た
）（（
（
。したがって、本来であれば第一回卒業生は一九四五
（昭和二〇）年三月の卒業となるわけだが、同表から明らかなように第一回生は一九四四（昭和一九）年九月に卒業している。これはその後の不規則な卒業年月からも推察されるように、戦時体制下におけるいわゆる「繰り上げ卒業」の結果と思わ る。いずれにしても武道教員
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もって廃止されることが明示された。要するに、第一臨教卒業生では開設期間の一〇年間に柔道二名の教員免許状取得者が確認されると ろとなる。なお、東京文理科大の開設等についてはすでに述べたとおりであるが、第二表によれば一五年間に柔道二名 教員免許状取得者が確認されるところとなる。　
ただし、 同校卒業生における取扱いには留意を要する。
すなわち、東京文理科大 にみられる柔道状取得者は、いず も教育学科の卒業生であった。しかし、東京文理科大学学則（第四十四条）および同校「員資格ニ関スル内規」からすれば、制度上、東京文理科大学教育学科卒業資格をして武道 員免許状の取得が可能であったとは考えにくく また同校全学科の学科課程上、剣道・柔道の学科目は随意科目としても確認す ことはできない。要するに柔道教員免許状取得者の二名同校在籍期間中に を履修 ることは制度上からみれば不可能であったと考えられ
る
）（（
（
。したがって、これは恐
らく、 における入学資格（同校学則第十八条） 「高等師範学校文科、理科、体育科卒業生」および「高等師範学校元本科卒業生」が含まれていたことからみて その該当者らが何らかの事情によって高師卒業時点では柔道に関する教員免許状を申請せず その後、進 した東
京文理科大卒業時における教員免許状申請時に同校での履修科目に合わせて過去の履歴等を証明し、これによってその取得の許可を得たように思われる。しかし、この点については推論の域 でず今後の検討課題とするがいずれにしても『教員免許台帳』上での記載では、その取得事由欄に同校卒業として柔道教員免許状が授与されているので、本稿では第二表中に含めることとした。　
以上、本節では官立教員養成諸学校における武道教員
免許状取得者数の詳細を検討したが、これらの総計を示せば、剣道四三〇名、柔道四七一名となり、その総数は九〇一名であった。旧学制下 おける中等教員養成においてこうした官立教員養成諸学校が、理念上、一貫して正系の教員養成機関として位置づけられ いたことは周知のとおりである。しかし、こうした官立教員養成諸学校卒業生のみによって 急増する中等 への武道教員供給は充足され得るもの はなかったことは、この検討によって明らかである。むしろ、その総数からみて、中等武道教員界における官立教員養成諸学校卒業生の占める割合は僅少であったとさえいえる。そこで、そ 補完的役割を担うのが教員検定（試験・無試験）に合格し教員免許状を取得した有資格者たちであ たことは次節以下の検討によって明らか る。もっとも、このこ
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は官立教員養成諸学校の歴史的意義を不問とするものではなく、あくまで数量的見地からみた場合のもので、その意義 教員養成史上における教員の質的保障に果たした役割に求められるように思われる。とくに武道教員養成史上におけるこうした問題 ついては、稿をあらたて論じることとしたい。２．試験検定（文検）による武道教員免許状取得状況　
つぎに試験検定、いわゆる文検による教員免許状取得
者の実態について明らか しよう。文検は一八八五（明治一八）年に制度が創設され第一回試験が行われており、一九四九（昭和二四）年の試験を最後に廃止されたが、その間、通算八一回の試験が行われてい
る
（（
（
。もっと
も、戦局の悪化に伴い、一九 四（昭和一九）年および一九四五（昭和二〇）年については実施されず、両年ついては無試験検定のみ 施であっ
た
）（（
（
。ゆえに、これ
を剣道・柔道についてみれば、一九 六（大正五）年の第三〇回試験から一九四三（昭和一 ）年第七八回試験の間に計二七回実施され 合格者には教員免許状下付されたこととなる。その詳細を示したのが第四表である。同表 よれば、文検による武道教員免許状取得者数は、二八年 で剣道一二九名、柔道七三名であった
ことが確認され、武道教員免許状取得者の総数は二〇二名であった。なお、同表では『文部省年報』に記載されている各年の志願者数を加え、その結果得られる免許状下付率を参考までに全科目平均とともに示した。これによれば、その下付率は剣道二七．六二パーセント、柔道三〇．八〇パーセント あり、 全科目の平均八．九三パーセントとは大きな隔たりがあったことが示される。もっとも、その理由については（一）母体数の少なさに起因する数的処理上の問題、 （二）剣道・柔道の関しては、武道教員資格制度が成立する以前よりすでに安定した制度基盤を有する武道界自体が存在するという特殊性の問題、などが推察されるが、紙幅の関係上、こうし 問題への言及はすべて今後の検討課題と 。よって、ここではこの数値が文検からみ 武道教員免許状取得状況の特質である点のみを指摘しておきたい。３．無試験検定による武道教員免許状取得状況　
最後に無試験検定による教員免許状取得者の実態につ
いて検討しておこう。無試験検定の適用者は「教員検定ニ関スル規程」第五条および改正後は第七条で明示されているが、時代が下るとともにそ 範囲 拡大されいったことはすでに述べた。武道教員免許状取得状況に
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  年代　　　　　
試験回数
志願者数 免許状取得者数 下付率（％）
剣　道 柔　道 剣　道 柔　道 剣　道 柔　道 全科目平均
1916（大正  5）年 第 30 回 23 12 2 1 8.70 8.33 8.21 
1917（大正  6）年 第 31 回 19 9 7 2 36.84 22.22 7.84 
1918（大正  7）年 第 32 回 22 4 3 2 13.64 50.00 7.61 
1919（大正  8）年 第 33 回 14 6 4 1 28.57 16.67 12.00 
1921（大正 10）年 第 35 回 22 18 6 2 27.27 11.11 10.70 
1922（大正 11）年 第 36 回 21 18 8 2 38.10 11.11 10.66 
1923（大正 12）年 第 38 回 21 18 5 1 23.81 5.56 8.51 
1924（大正 13）年 第 40 回 15 16 5 2 33.33 12.50 8.68 
1925（大正 14）年 第 42 回 24 11 4 3 16.67 27.27 7.65 
1926（大正 15）年 第 44 回 39 17 5 3 12.82 17.65 6.83 
1927（昭和  2）年 第 46 回 44 14 5 1 11.36 7.14 8.64 
1928（昭和  3）年 第 48 回 33 7 3 0 9.09 0.00 5.63 
1929（昭和  4）年 第 50 回 36 8 3 1 8.33 12.50 7.57 
1930（昭和  5）年 第 52 回 0 10 0 2 0.00 20.00 7.78 
1931（昭和  6）年 第 54 回 16 0 2 0 12.50 0.00 7.63 
1932（昭和  7）年 第 56 回 0 11 0 3 0.00 27.27 7.83 
1933（昭和  8）年 第 58 回 36 0 5 0 13.89 0.00 8.53 
1934（昭和  9）年 第 60 回 0 12 0 4 0.00 33.33 8.04 
1935（昭和 10）年 第 62 回 33 0 3 0 9.09 0.00 9.25 
1936（昭和 11）年 第 64 回 0 12 0 6 0.00 50.00 8.99 
1937（昭和 12）年 第 66 回 33 0 5 0 15.15 0.00 9.69 
1938（昭和 13）年 第 68 回 0 4 0 1 0.00 25.00 10.27 
1939（昭和 14）年 第 70 回 25 0 10 0 40.00 0.00 11.67 
1940（昭和 15）年 第 72 回 24 18 7 4 29.17 22.22 14.29 
1941（昭和 16）年 第 74 回 6 6 
1942（昭和 17）年 第 76 回 14 12 
1943（昭和 18）年 第 78 回 17 14 
合　　　計 467 237 129 73 27.62 30.80 8.93 
第四表　「文検」による武道教員免許状取得状況
註）１．本表中の志願者数欄は、各年の『文部省年報』により作成した。
　　２．本表中の免許状取得者数欄は、『教員免許台帳』（国立公文書館所蔵）により作成した。
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ついてみれば、つぎの者がその該当者であった。すなわち、 （一）許可学校卒業生、 （二） 「教員検定ニ関スル規程」第七条第五号（第六号）該当 、 （三） 「臨時特例」第四条該当者 であった。なお、武道教員免許状に関する指定学校は皆無であった。　
まず、許可学校卒業生における教員免許状取得状況を
みてみよう。武道教員免許状につき その卒業生に対する無試験の取扱いを認可された学校はつぎの三校であった。すなわち、一九一八（大正七）年四月一日に私立大日本武徳会武術専門 （一九一九［大正八］年八月一日に私立大日本 徳会武道専門学校と改称認可 以下武専） 、一九三三（昭和八）年三月一五日に国士舘専門学校（以下 国士舘専） 、一九四四 昭和 ）年四月八日に日本体育専門学校（以下 日体 ）である。 だし、その適用は武専については「大正十 以降ノ卒業者」 、国士舘 については「昭和八年三月以降ノ卒業者」 、日体専については「昭和十八年九月以降ノ卒業 」に限るものであっ
た
）（（
（
。もっとも、日体専卒業生について
は『教員免許台帳』にその記載 なく、卒業生は戦時制下のもとについに武道に関する教員免許状を取得することがなかったのではないかと思われる。ただし、同校卒業生については一九四三（昭和一八）年四月二三 の
文部省告示第五〇〇号において実業学校における任用資格の一つに指定されており、したがって、たとえ教員免許状を有さずとも、当該校の卒業資格をもって実業学校における任用を受けることが可能であったことはさきに述べたとおりである。　
さて、各許可学校における武道教員免許状の取得状況
を検討してみよう。それ 示したのが、第五表である。同表によれば、武専では一九二一（大正一〇）年から一九四三（昭和一八）年の二三年間に剣道三五六名、柔道三三〇名の教員免許状取得者が確認され、その総数は六八六名であった。また 国士舘専については一九三三（昭和八）年から一九四三（昭和一八）年の一一年間に剣道四〇九名、柔道二五九名の教員免許状取得者が確認され、その総数は六六八名であっ 。もっとも、許可学校を指定学校との手続き上における相異で説明すれば、指定学校とは「文部大臣がその学校卒業者に試験を用いず所定の教員免許状を授与する学校を指定する」 のであったのに対し、許可学校とは「文部大臣が申請をまつて、その学校 卒業者に所定の教員免許状 授与 ことを許可する」も であっ
た
）（（
（
。すなわち、許可学校の卒
業生については当該学 の卒業資格 は別に教員免許状取得に関する判断が 内でな 結果に基づき
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  卒業年月　　　
武　　　　　専 国　　士　　舘　　専
免許状下付者数
卒業
者数
卒業生中
に占める
取得者率
(% )
免許状下付者数
卒業
者数
卒業生中
に占める
取得者率
(% )
学科目 学科目
剣　道 柔　道 剣　道 柔　道
1921（大正 10）年　3 月 13 4 18 94.40 
1922（大正 11）年　3 月 12 3 15 100.00 
1923（大正 12）年　3 月 6 3 9 100.00 
1924（大正 13）年　3 月 4 3 7 100.00 
1925（大正 14）年　3 月 9 9 18 100.00 
1926（大正 15）年　3 月 17 13 32 93.75 
1927（昭和  2）年　3 月 8 5 13 100.00 
　7 月 1 
1928（昭和  3）年　3 月 14 17 32 96.87 
1929（昭和  4）年　3 月 8 12 22 90.90 
1930（昭和  5）年　3 月 12 14 26 100.00 
1931（昭和  6）年　3 月 15 16 31 100.00 
1932（昭和  7）年　3 月 14 17 31 100.00 
1933（昭和  8）年　3 月 15 13 28 100.00 23 22 57 78.94 
1934（昭和  9）年　3 月 17 18 25 100.00 33 23 65 86.15 
1935（昭和 10）年　3 月 21 18 39 100.00 35 20 74 74.32 
1936（昭和 11）年　3 月 19 19 38 100.00 37 25 65 95.38 
1937（昭和 12）年　3 月 21 21 42 100.00 40 33 76 96.05 
1938（昭和 13）年　3 月 15 16 32 96.87 46 32 83 93.97 
1939（昭和 14）年　4 月 22 19 47 100.00 29 30 64 92.18 
1940（昭和 15）年　3 月 20 18 38 100.00 37 20 74 77.02 
1941（昭和 16）年　3 月 21 20 41 100.00 40 21 70 87.14 
12 月 17 19 36 97.22 31 10 44 93.18 
1942（昭和 17）年　9 月 19 15 34 100.00 26 20 58 79.31 
1943（昭和 18）年　9 月 16 18 34 94.11 32 3 48 72.91 
合　　　計 356 330 688 99.70 409 259 778 85.86 
第五表　許可学校における武道教員免許状取得状況
註）1. 本表中の免許状下付者数欄は、『教員免許台帳』（国立公文書館所蔵）により作成した。
　　2. 本表中の卒業者数欄は、各年の『文部省年報』により作成した。
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校長が文部当局へ申請を行うものであった。 したがって、許可学校といえども、その卒業生すべてが教員免許状を取得したわけではない。実際、 『教員免許台帳』にも許可学校卒業生につき、 「学校長上申ニ依リ取消」との記載がしばしばみられ、またなかには「出願資格ナキ者ニ付願書返却」 、 「欠席時数超過ニ付抹消」など教員免許状申請後であっても「不合格ニ付取消」となり抹消されている者が散見される。もっとも 場合によっては自ら武道教員免許状の申請 行わない者等も卒業生中にはいたと思われ が、一応参考までに第五表では『文部省年報』に記載されている各校の卒業生数を加え そのうちに占める武道教員免許状取得者率を示した。それによれば 武専のその割合は九九．七パーセントであり、国士舘専の場合は八五．八六パーセントであった。　
つぎに「教員検定ニ関スル規
程」第七条第五号（第六号）該当者による武道教員免許状の取得状況について明らかにしよう。それを示したのが、第六表である この該当者とは、さき
学科目　
　卒業年月 剣　道 柔　道
1922（大正 11）年 12 11
1923（大正 12）年 19 11
1924（大正 13）年 4 6
1925（大正 14）年 6 11
1926（大正 15）年 5 13
1927（昭和  2）年 7 11
1928（昭和  3）年 11 2
1929（昭和  4）年 7 9
1930（昭和  5）年 10 5
1931（昭和  6）年 13 11
1932（昭和  7）年 19 6
1933（昭和  8）年 29 22
1934（昭和  9）年 29 22
1935（昭和 10）年 15 12
1936（昭和 11）年 52 25
1937（昭和 12）年 36 16
1938（昭和 13）年 17 15
1939（昭和 14）年 13 7
合　　　計 304 215 
第六表　「教員検定ニ関スル規程」第
七条五号（第六号）による武道教員
免許状取得状況
註）本表は『教員免許台帳』（国立公文書
館所蔵）により作成した。
に述べたように一九二一（大正一〇）年の同規程改正時にあらたに加えられたもので、一定の教職経験を積んだ無資格教員を示す。なお、一九三一（昭和七） 改正によって、第五号が第六号 繰り下げられたこともすでにふれたとおりである。同表によれば、そうした該当者では一八年間に剣道三〇四名、柔道二一五名の教員免許状取得者が確認され その総数は五一九名であった。また、一九三〇（昭和五）年以後、その数値が増加傾向にあるが、これはさきにふれた一九二九（昭和四）年の同規程改定による影響とみて い。すなわち、 それまで「官立 ・公立」に限定されていた条件が同規程改正 より削除さ
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れた結果、私立学校在籍の無資格教員が同規程の適用を受け教員免許状を取得したためと思われる。なお、同規程該当者の記載は一九三九（昭和一四）年を最後にみられない。しかし、同年周辺に規程改正等の法制上の変更もみられず、これが『教員免許台帳』記載上の変更によるものか、あるいはそのほかの理由によるものかは判然としない。すべて今後の検討課題としたい。　
最後に「臨時特例」第四条該当者による武道教員免許
状の取得状況について明らかにしよう。それを示したのが、第七表である この該当者とは一九四四（昭和一九）年に制定された「臨時特例」第四条に明示された各号適用者であり、その詳細はすでに述べ 。各号該当者による武道教員免許状取得状況 つぎの おりであった。すなわち、 一九四四 （昭和一九） 年、 五和二〇）年の両年で、そ 総計は剣道四八名、柔道二八名の武道教員免許状取得者が確認 、総数は七六名であった。とくに武道教員に限定した第六号適用者によ取得は、剣道 三名、柔道一三名 総数三六名となっており、その占める比重が大きい。これはさきに述べたように、第六号がとりわけ武道教員に関する無試験検定の適用条件を緩和するものであったことに由来するこいうまでもない。
1944（昭和 19）年
第一号 第二号 第三号
剣　道 柔　道 剣　道 柔　道 剣　道 柔　道
1 1 4 1 1
第五号 第六号 総　計
剣　道 柔　道 剣　道 柔　道 剣　道 柔　道
3 1 7 9 16 12
1945（昭和 20）年
第一号 第二号 第三号
剣　道 柔　道 剣　道 柔　道 剣　道 柔　道
2 13 4 1 1
第五号 第六号 総　計
剣　道 柔　道 剣　道 柔　道 剣　道 柔　道
2 5 16 4 32 16
第七表　「臨時特例」第四条による武道教員免許状取得状況
註）本表は『教員免許台帳』（国立公文書館所蔵）により作成した。
　
以上、本節では無試験検定における武道教員免許状
取得者数の詳細を検討したが、これらの総計を示せば、剣道一一一七名、柔道八三二名となり、その総数は一九四九名であった。したがって までに明らかにしたそのほかの取得方法による総数は 官立教員養成諸学校卒業生が 〇一名、文検による者が二〇二名 あっ
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たから、 『教員免許台帳』からみる旧学制下における武道教員免許状取得者数の総計は三〇五二名であった。してみれば、全体に占める無試験検定方式による武道教員免許状取得者数は六八．八五パーセントと極めて高く、武道教員界における有資格者輩出率からすれば、中等諸学校教員任用制度上 同方式の重要性は高く評価される。しかし、他方で、その歴史的推移とともに無試験検定適用者のその範囲は次第 拡大され、こ 動向を鳥瞰的にみれば、教員の質的保障という点において課題が残る方向性に進むものであったことも本稿で 指摘した。とりわけ、武道教員についてはそれが「臨時」的であったとはいえ、中等教員をして「学歴不問」を容認するまでに至った点については、わが国における教員養成 上 とくに留意したい。四
　
おわりに―旧学制下における武道教員養成に果
　　
たした国士舘専門学校の歴史的意義
　
以上、本稿では旧学制下における武道教員免許状取得
者数への考察を課題の中心に据え それに関 る法制よび実態の両面から検討を加えた。もっとも、冒頭で示した うに本稿の目的はこうした基礎的作業を通して、旧学制下における武道教員免許状取得者数を総体的視点
から明らかにし、もって戦前の武道教員養成上における国士舘専の位置づけを実証的に検討することにあった。もっとも、これまでの検討において旧学制下における武道教員免許状取得者数の全体像はすでに明らかし、総体的視点からの考察あるいはその結果得られる今後の検討課題等も、それぞれ各節において論じている。したがって、本章ではもう一つの課題であった武道教員養成史上における国士舘専の位置づけを明らかにし、紙幅の関係上、稿を閉じることとしたい。　
そこで本章では、これまでの検討によって得られた武
道教員免許状取得者数の全体像をあらためてつぎ 時代区分にしたがって再検討し、その上で国士舘専の歴史的意義を考えてみたい。すなわち、一九一六（大正五）年の武道教員免許状の成立から一九四六（昭和二一）年の廃止に至る間を三期にわけ、 一 大正五）年から無試験検定による教員免許状取得者が現れる前年の一九二一（大正一〇）年までを第一期、一九二二（大正一一）年から国士舘専の卒業者が現れる前年の 九三二（昭和七）年までを第二期、一九三三（昭和八）年から武道教員免許状の失効する 九四六（昭和二 ） までを第三期とする。この時期区分 したがい教員免許状の取得方法および取得事由別にその総数（剣道・柔道の合
国士舘研究年報 2009　楓
74
計）とその期に占める割合を示したのが第八表である。同表によれば、まず、さきに検討を加え総数の少なさを指摘した官立教員養成諸学校卒業生であった 、時代区分別にみれば第一期に占める割合は圧倒的に高く、第二期以前、すなわち教員検定中に無試験検定方式が成立する以前においては数量的見地からみてもその果た 役割は大きいといわねばならない。しかし、つづく第二期では教員免許状取得方法に無試験 方式が加わることでその 合は約三割程度となった。こ 割合は第三期においてもほぼ同様である。要する 、第二期以降におけるその割合を免許状取得方法別にみ 場合には 教員免許制度における無試験検定方式の果たす機能はきわめて重要であったことが前章につづき、なお、確認さ るところとなる。　
もっとも、 『文部省年報』等によって算出される無試
験検定方式によ 免許状取得者全体数への着眼あるいはその研究の重要性は、これま の中等 養成史研究上でも幾度となく指摘されており、こうした結論は従来諸研究にみられる指摘を武道教員養成史の観点から実証的に例証したにすぎな
い
）（（
（
。もっとも他方、これまでの諸
研究では教員免許状取得 法別の数値を通覧し、その果から無試験検定方式によ 教員免許状取得者数が増加
時代区分
官立教員養成諸学校 試験検定 無試験検定
合計東京
高師
広島
高師
第一
臨教
東京
文理
科大
東京体
専
文検 武専
国士
舘専
「教員検
定ニ関ス
ル規程」
第七条五
号（第六
号）
「臨時特
例」第
四条
第一期
1916（大正  5）年 60 3 30
93～ 1921　　　
（大正 10）年
（65.51% ) (3.22% ) (32.25% )
(67.74% ) (32.25% ) (0% )
第二期
1922（大正 11）年 200 16 2 58 249 209
734～ 1932　　　
（昭和 8）年
(27.24% ) (2.17% ) (0.27% ) (7.9% ) (33.9% ) (28.47% )
(29.7% ) (7.9% ) (62.39% )
第三期
1933（昭和 8）年 438 90 3 72 114 437 668 310 76
2208～ 1946　　　
（昭和 21）年
(19.83% ) (4.07% ) (0.13% ) (3.26) (5.16% ) (19.79% ) (30.25% ) (14.03% ) (3.44% )
(27.3% ) (5.16% ) (67.52% )
第八表　取得方法および取得事由別武道教員免許状総数およびその割合
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傾向にあることを認め、その要因を指定学校・許可学校卒業生の算入に求めることがおおむねの共通理解であったように思われる。しかし、史料上の制約もあってか、同方式による教員免許状取得者数をさらにそ 取得事由別に考察した研究は寡聞 ていまだ接していない。そこで、第八表 示される無試験検定方式による教員免許状取得者 注目 、さらにその取得別事由の詳細を検討してみよう。　
無試験検定方式による免許状取得者が現れるのは、第
二期以降となる。第八表によれば、その取得事由中に占める割合は第二期および 三期を共通して許可学校卒業生がもっとも高いことが確認される。しかし、他方では同方式による教員免許 数に占める「教員検定ニ関スル規程」第七条第五号（第六号）該当者および ずか二年間における「臨時特例」該当 の割合は 看過えないものであることが明らか 要する 、武道教員免許状取得者状況からみる限り、無試験検定方式による教員免許状取得者数の増加の要因は、一つにこれまでの共通理解にあった許可学校卒業生等の算入に求められる一方、一つに無試験検定適用者の範囲拡大という法制上の問題にあったと える。もっと 、こうした事実は武道教員免許状取得者特有にみられ 特質であるとも
考えられ、これを旧学制下における教員免許状取得者状況の一般的傾向とするには、そのほかの学科目における取得状況等も含めて、 なお検討する必要がある。 したがって、この点については稿をあらためて論じることとするが、いずれにして 同表の示 結果からして、これまでの諸研究にみられる「無試験検定による教員免許状取得者＝指定学校・許可学校卒業生」 の構造的把握 は再検討を要することは明らかである。　
また、こうした無試験検定方式による許可学校卒業生
以外の免許状取得者に注目したとき、武道教員養成史上における国士舘専の歴史的意義を見出すことができる。すなわち、国士舘専卒業生が教員免許 を取得し武道教員界へ輩出される以前の状況は第二期に示されたもので、 この期にあっては武道教員免許状取得者 い どもそのうちの約三割は「教員検定ニ関スル規程」第七条第五号（第六号）該当者であった。こうした該当者は、そもそも同規程制定当初 いてはそ 適用範囲には含まれるものではなかったが、後年 有資格教員 不足する事情のなかにあって便宜的に容認 れるものとなっとはすでに述べたとおりである。要するに別のいい方をすれば、第二期においては、実地経験は 、いわゆる「教職教養」 どの修学によって得られ 教員的資
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質には課題を残す者が一定程度その数を占めていたといえる。他方、そもそも許可学校がその認可を受けるためには「きわめて厳格な国家的規制が加えら
れ
）（（
（
」るもので
あり、また認可後にあっては、 「全般的に国家管理のもとに置か
れ
）（（
（
」るものであった。すなわち、許可学校にお
ける教員養成制度やその卒業生（無試験検 合格者）に授与された教員免許状は、 「無試験」といえども、あるいは「無試験」であるがゆえ 当然の措置 して一定程度に管理政策を通した質的保障が図られていたとみてよい。してみれば、筆者は許可学校たる国士舘専が っとも多くの有資格者を輩出 事実を、 武道教員養成史上、高く評価したい。　
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